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告 示

北海道教育委員会告示第３４号
平成２５年度北海道・札幌市公立学校教員採用候補者選考検査を次の要領により行う。
平成２４年５月１１日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市

別記

平成２５年度北海道・札幌市公立学校教員採用候補者選考検査実施要領

北海道教育委員会
札幌市教育委員会

受付期間 持参 平成２４年５月２１日（月）から６月１日（金）９時から１７時まで（土曜日
及び日曜日を除く。）
郵送 平成２４年５月２１日（月）から５月３１日（木）消印のものまで有効

第１次検査 平成２４年７月１日（日）
第２次検査 平成２４年８月３日（金）、４日（土）及び５日（日）（札幌市は８月４日（土）

及び５日（日））
受検地及び受検区分によって出願書類の提出先が異なりますので、御注意ください。
第２次検査は、第１次検査に合格した者、スポーツ・芸術特別選考対象者及び第１次検査
を免除された者に対して、実施します。
１ 目的
この検査は、平成２５年度北海道・札幌市公立学校教員の採用候補者を選考するために行
うものです。
２ 受検資格
�１ 地方公務員法第１６条及び学校教育法第９条により、次のいずれかに該当する者は、受
検できません。
ア 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む。）
イ 禁錮以上の刑に処せられた者
ウ 教員免許状取上げの処分を受け、当該処分の日から３年を経過しない者
エ 公務員として懲戒免職処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者
オ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で
破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

�２ ア又はイに掲げる要件を満たすことが必要です。
ア 一般選考（地域枠、高等学校の特例を含む。）

＜一般選考の特例＞
受検教科の中学校教諭の普通免許状

昭和４８年４月２日
以降に生まれた者

中学校教諭

＜一般選考（地域枠）＞
「３ 受検区分�２ 一般
選考（地域枠）」参照

小学校教諭の普通免
許状小学校教諭

所有教育職員免許状等
（平成２５年３月３１日までの取得見込みを含む。）

生年月日要件
区分

平成２４年５月１１日
（金曜日）
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栄養教諭の普通免許状昭和４８年４月２日
以降に生まれた者

栄 養 教 諭

養護教諭の普通免許状昭和４８年４月２日
以降に生まれた者

養 護 教 諭

特別支援学校（養護学校）自立活動教諭１種免
許状（肢体不自由教育）

昭和３８年４月２日
以降に生まれた者

自立活
動（肢
体不自
由）

特別
支援
学校
教諭

受検教科の高等学校教諭及び特別支援学校（盲
ろう

学校、聾学校又は養護学校）教諭の普通免許状

昭和４８年４月２日
以降に生まれた者

高等部

受検教科の中学校教諭及び特別支援学校（盲学
ろう

校、聾学校又は養護学校）教諭の普通免許状
中学部

ろう

小学校教諭及び特別支援学校（盲学校、聾学校
又は養護学校）教諭の普通免許状

小学部

「３ 受検区分�３ 一般
選考（高等学校）の特例」
参照

受検教科の高等学校
教諭の普通免許状

昭和３８年４月２日
以降に生まれた者

高等学校教諭

イ スポーツ・芸術特別選考、障がい者特別選考、社会人特別選考

「３ 受検区分の�４ 特別
選考�ウ参照社会人特別選考

一般選考との併願はできません。一般選考と同様障がい者特別選考

養護教諭及び栄養教諭の区分はあ
りません。

一般選考と同様スポーツ・芸術特
別選考

備 考受 検 資 格選 考 区 分

（注） １ 日本国籍を有しない者は、任用の期限を付さない常勤講師に任用します。
２ 「教諭」には、上記１の常勤講師を含みます。
３ 上記ア又はイで使用する教員免許状に関する養護の定義は、次のとおりで
す。
�１ 「特別支援学校（盲学校）教諭の普通免許状」とは、視覚障害者に関す
る教育の領域の特別支援学校教諭の普通免許状をいいます。
�２ 「特別支援学校（聾学校）教諭の普通免許状」とは、聴覚障害者に関す
る教育の領域の特別支援学校教諭の普通免許状をいいます。
�３ 「特別支援学校（養護学校）教諭の普通免許状」とは、知的障害者、肢
体不自由者又は病弱者に関する教育の領域の特別支援学校教諭の普通免許
状をいいます。

４ 次に掲げる者は、この検査を受けなければなりません。
�１ 北海道教育委員会又は札幌市教育委員会の任命を受けた者で、次のいず
れかに該当するもの
ア 教員以外の職にある者（実習助手、寄宿舎指導員、事務職員等）で、
教員となることを希望するもの
イ 養護教諭又は栄養教諭で、教諭となることを希望するもの
ウ 教諭又は栄養教諭で、養護教諭となることを希望するもの
エ 教諭又は養護教諭で、栄養教諭となることを希望するもの
�２ 私立学校教員又は道外の国立大学法人及び公立学校の教員で、北海道又
は札幌市の公立学校教員を希望するもの

５ 北海道教育委員会又は札幌市教育委員会の任命を受けた教員が、この検査
を同じ職種で受検することはできません。

３ 受検区分
�１ 一般選考

国語、地理歴史（地理・日本史・世界史）、公民（倫理・
政治経済）、数学、理科（物理・化学・生物・地学）、音
楽、保健体育、家庭、農業（作物・畜産・園芸・食品製
造）、工業（機械・電気（電子を含む。）・建築・土木）、

高 等 学 校 教 諭

国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体育、技術、
家庭、英語中 学 校 教 諭

小 学 校 教 諭
教 科 （科 目）区 分
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栄 養 教 諭
養 護 教 諭

自 立 活 動
（肢体不自由）

特別支援
学校教諭

国語、地理歴史（地理・日本史・世界史）、公民（倫理・
政治経済）、数学、理科（物理・化学・生物・地学）、音
楽、美術、保健体育、家庭、農業（作物・園芸）、工業
（機械・電気（電子を含む。）・建築）、商業、英語

高 等 部

国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体育、技術、
家庭、英語中 学 部

小 学 部

商業、英語、看護、水産

（注） １ 受検は、１種類の教科（科目）の選択とし、併願及び出願後の受検区分の変
更は認めません。
２ 北海道の小学校又は中学校の特別支援学級担当教諭の採用を希望する者は、
小学校教諭又は中学校教諭の受検区分で受検してください（願書の希望事項欄
にその旨を記載してください。）。
札幌市の小学校又は中学校の特別支援学級担当教諭の採用を希望する者は、
札幌市の特別支援学校教諭の小学部又は中学部の受検区分で受検してくださ
い。
３ 高等学校教諭又は特別支援学校教諭の高等部を受検する者で、地理歴史、公
民、理科、農業又は工業の教科を受検するものは、希望する科目を選択してく
ださい。
４ 栄養教諭で受検を希望する者は、札幌市での採用はありませんので、採用希
望区分「北海道」を選択してください。

�２ 一般選考（地域枠）

小学校教諭１５名程度（日高、宗谷、根室管内 各５名程度）募集人員

出願時に地域に根ざした教育に対する意欲・情熱や志望動機等について、
レポートの提出を要件として、第１次検査における教養検査を免除するほ
かは、一般選考の受検者と同様に実施します。

選考方法

昭和４８年４月２日以降に生まれた者で、小学校教諭の普通免許状（平成２５
年３月３１日までの取得見込みを含む。）を有し、日高、宗谷、根室管内の
いずれかの管内に限って勤務できるもの（採用後、４年間は、前記以外の
管内で勤務をするものとする。）。

受検資格
及び区分

（注） １ 一般選考（地域枠）で受検を希望する者は、札幌市での採用はありませんの
で、採用希望区分「北海道」を選択してください。
２ 一般選考との併願はできません。

�３ 一般選考（高等学校）の特例（募集人員 若干名）
昭和３８年４月２日以降に生まれた現職の高等学校教諭で、国立大学法人の設置する高
等学校又は公立高等学校（北海道及び北海道内の市町村が設置する高等学校を除く。）
若しくは私立高等学校における正規教員としての教職経験が、平成２５年３月３１日現在に
おいて、引き続き４年以上となるものは、申請により、一般選考の特例の区分による出
願ができます。受検教科（科目）は、一般選考（高等学校）と同様です。
�４ 特別選考
ア 障がい者特別選考

点字、拡大文字、手話通訳等による受検を希望する者は、願書の「障が
い者に係る配慮希望事項」欄に記入するとともに、身体障害者手帳の写
しを出願時に提出してください。

そ の 他

一般選考と同様です（一般選考との併願はできません。）。
受検資格
及び区分

第１次検査及び第２次検査は一般選考の受検者と同様に実施しますが、
申出により、障害の種類や程度に応じた配慮をするとともに、必要に応
じて適性検査及び実技検査の一部又は全てを免除します。

選考方法

身体障害者手帳（１級から６級まで）の交付を受けている者で、自力に
よる通勤ができ、介護者なしに教員としての職務の遂行が可能なもの
は、申請により、障がい者特別選考の区分による出願ができます。

志 願 者
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＜参考 過去の受検・登録状況＞

６５３登録者数
１２８９受検者数

平成２２年度平成２３年度平成２４年度

イ スポーツ・芸術特別選考（募集人員 若干名）

スポーツ・芸術特別選考の志願者のうち、スポーツ・芸術特別選考の対
象者とならなかったものは、一般選考又は一般選考（高等学校）の特例
で受検することができます。

そ の 他

一般選考と同様です。ただし、養護教諭及び栄養教諭の区分はありませ
ん。

受検資格
及び区分

申請のあった志願者について、出願書類により対象者を決定し、第１次
検査を免除します。第２次検査は一般選考の受検者と同様に実施します
が、技能・実績の内容に密接に関連する実技検査については免除します。

選考方法

次に掲げるスポーツや芸術等の分野において秀でた技能・実績を有する
者は申請により、特別選考の区分による出願ができます。ただし、同一
人につき出願は３回を限度とします。
・スポーツの分野において、国際的規模の競技会に日本代表として出場
した者又は日本選手権大会若しくはこれに準ずる全国的規模の大会に
おいて優秀な成績を収めた者
・音楽、美術等の芸術の分野において、国際レベルのコンクール、展覧
会等で優秀な実績を収めた者又は全国レベルのコンクール、展覧会等
で極めて優秀な実績を収めた者
・その他上記に準ずる程度の顕著な活動経験又は技能を有する者で、そ
の経験等が児童生徒への教育効果の面で特に期待できるもの

志 願 者

ウ 特別免許状の取得を前提とした社会人特別選考（募集人員 若干名）

特別免許状は、様々な分野において優れた知識や技術を有する社会人
を、教員として迎え入れることにより、学校教育の多様性への対応や活
性化を図ることを目的とし、この免許状は、北海道教育委員会が授与す
るものであり、北海道においてのみ効力を有します。

そ の 他

次の全ての条件に該当する者が出願できます（一般選考との併願はでき
ません。）。
１ 昭和３８年４月２日以降に生まれた者
２ 高等学校の募集する教科又は自立活動に関する専門的知識や技能
（資格）を有する者（※参照）
３ 社会的信望があり、かつ、教員の職務を行うのに必要な熱意と識見
を持っている者
４ 教育職員免許法第５条第１項各号のいずれにも該当しない者

受検資格
及び区分

申請のあった志願者について、証明機関の発行する資格（技能）証明書
及び実務経験に係る職歴証明書等により受検資格を確認し、第１次検査
の専門検査（英語の場合は、実技検査を含む。）を免除します。登録後
は、北海道教育委員会が実施する特別免許状授与のための教育職員検定
に合格し、特別免許状を取得することが必要です。

選考方法

高等学校（工業、商業、英語、看護、水産）又は特別支援学校自立活動
（視覚障害教育、肢体不自由教育）の教育職員免許状を有しない者で、
教科に関する専門的知識や技能（資格）を有するものは、申請により、
社会人特別選考の区分による出願ができます。

志 願 者

※ 高等学校の募集する教科又は特別支援学校自立活動に関する専門的知識や技能・
資格等

工業の教諭普通免許状を有しない者で、次のいずれかの条件に該当する
もの
１ １級建築士の資格を所有し、かつ、資格取得後の実務経験が５年以
上
２ 技術士（機械部門、電気・電子部門、化学部門、建設部門）の資格
を所有し、かつ、資格取得後の実務経験が５年以上
３ 技術士補（機械部門、電気・電子部門、化学部門、建設部門）の資
格を所有し、かつ、資格取得後の実務経験が１０年以上

高等学校
（工 業）

募集する教科に関する専門的知識や技能・資格等募集教科
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特別支援学校自立活動（肢体不自由教育）の教諭普通免許状を有しない
者で、理学療法士又は作業療法士の資格を所有し、かつ、実務経験が５
年以上のもの

特別支援
学校自立
活 動
（肢体不
自由教育）

特別支援学校自立活動（視覚障害教育）の教諭普通免許状を有しない者
で、視覚障害生活訓練等指導者養成課程（１年前期課程）を修了し、又
は視能訓練士資格を所有し、かつ、実務経験が５年以上のもの

特別支援
学校自立
活 動
（視覚障
害教育）

水産の教諭普通免許状を有しない者で、次のいずれかの条件に該当する
もの
１ １級舶用機関整備士の資格を所有し、かつ、資格取得後の実務経験
が５年以上
２ ４級海技士（航海）又は４級海技士（機関）の免許を所有し、かつ、
免許取得後の実務経験が１５年以上
３ 北海道漁業士（青年漁業士又は指導漁業士）の資格を所有し、かつ、
実務経験が１５年以上
４ 水産、商船又は工業（電気通信）の学位を所有し、かつ、学位取得
後の関連業務経験が１５年以上
５ 漁協、水産加工会社、水産試験所等の勤務者で、上記１から４まで
と同等程度の技能等を有し、かつ、実務経験が１５年以上

高等学校
（水 産）

看護の教諭普通免許状を有しない者で、看護師免許証を所有し、かつ、
看護師、保健師又は助産師として５年以上業務に従事したもの

高等学校
（看 護）

英語の教諭普通免許状を有しない者で、通訳検定（株式会社日本通訳協
会主催）２級の資格を所有し、かつ、通訳士として５年以上業務に従事
したもの

高等学校
（英 語）

商業の教諭普通免許状を有しない者で、実務の指導的な立場にあり、か
つ、次のいずれかの条件に該当するもの
１ 流通ビジネス分野
�１ 金融機関等における金融業務、証券業務又は外国為替業務の実務
経験が１５年以上
�２ 商品開発、マーケティング又はイベントの企画・立案の実務経験
が１５年以上

２ 国際経済分野
�１ 国内外における外国語を用いて行う商取引業務の実務経験が１５年
以上
�２ 企業等における法律業務の実務経験が１５年以上
３ 簿記会計分野
�１ 公認会計士又は税理士の資格を所有し、かつ、資格取得後の実務
経験が５年以上
�２ 会計業務の実務経験が１５年以上
４ 経営情報分野
�１ 情報処理技術者試験（基本情報技術者及び初級システムアドミニ
ストレータを除く。）に合格し、かつ、合格後の実務経験が５年以上
�２ コンピュータ業務の実務経験が１５年以上

高等学校
（商 業）

�５ 第１次検査の免除
平成２５年度教員採用候補者選考検査の第１次検査を免除する旨、平成２４年度選考検査
結果の通知時に北海道教育委員会又は札幌市教育委員会から通知があった者（以下「第
１次検査免除者」という。）は、同一の受検区分、受検教科・科目及び採用希望区分で
受検する場合に限り、第１次検査の免除の措置を受けることができます。

４ 検査の方法及び内容

内 容

１
次
検
査
免
除
者

社

会

人

障
が
い
者

ス
ポ
・
芸
術

高
校
特
例

地

域

枠

一

般

区 分

特別選考一般選考
対 象

平成２４年５月１１日（金曜日） 北海道教育委員会公報 第６０７０号

５

：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海道教育委員会公報　２４年度／公報（２４年度）／２４年０５月／６０７０号（０５．１１）  2012.05.02 1



日常的なことの自由会話と英文を読んで内容について答え英 語

実

技

検

査

第
２
次
検
査

視唱（１６小節程度の旋律を初見視唱する。）

音 楽
（中・高・特）

ピアノ演奏（中学校の歌唱教材程度の曲を、検査時に示され
た調に移調し簡単な伴奏を付けて演奏する。）

水泳（５０ｍ－泳法はクロール）、マット運動（倒立、前転、
後転、側方倒立回転等の連続技）、球技（バレーボール－直
上トス、バスケットボール－ドリブルシュート）、武道（柔
道、剣道－基本動作や基本となる技等） ただし、武道につ
いて札幌市は柔道のみ実施

保 健 体 育
（中・高・特）

水泳（２５ｍ－泳法はクロール、平泳ぎ及び背泳
のうち１種類）、ボール運動（ジグザグドリブ
ル）

体育

小 学 校
特別支援学校
（小 学 部）

ピアノ演奏
�１ バイエルピアノ教則本７２番から１０６番まで
（ただし、８６番及び８７番を除く。）の曲の中
から１曲を自由に選択して演奏する。
�２ 小学校歌唱共通教材の中から検査時に示さ
れた曲の主旋律に簡単な伴奏を付けて歌いな
がら演奏する。

音楽

小学校外国語活動に係る英語のコミュニケーシ
ョン能力等をみる。

リスニング
検査

協議題に基づく討議及び各々
２分間のスピーチ（討議のま
とめ等）

○○○○○○○集 団 面 接

面
接
検
査

�１ 一般面接
�２ 模擬授業（ただし、養護
教諭は場面指導）

○○○○○○○個 別 面 接

・受検する学校の種類及び教
科（科目）並びに養護教諭
及び栄養教諭それぞれに応
じた指導法についての理解
をみる。

○－○○○○○教科等指導法検査
（記述式）

８００字以内－○－－－－－論文検査

○○○○○○○
適性検査（Ⅰ）・
（Ⅱ）

・特別支援学校教諭につい
て、特別支援学校教育の全
般にわたる基礎的な知識や
理解をみる。

免
除

注
３○免

除－－○
専門検査（Ⅱ）
（マークシート式）

第
１
次
検
査

・受検する学校の種類及び教
科（科目）並びに養護教諭
及び栄養教諭それぞれに応
じた専門的知識や学習指導
要領に関する知識や理解を
みる。
・特別支援学校教諭について
は、小学校、中学校、高等
学校教科別及び自立活動
（肢体不自由）の専門的な
知識や理解をみる。

免
除

注
２○免

除○○○専門検査（Ⅰ）
（マークシート式）

・一般教養は自然科学、社会
科学及び人文科学につい
て、教職教養は学校教育関
係の法規及び教育原理、教
育心理、道徳教育等につい
て、教員として必要な知識
や理解をみる。

免
除○○免

除
免
除

注
１○

教養検査（一般・
教 職）（マ ー ク
シート式）
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る。（中・高・特）
（注） １ 一般選考（地域枠）受検者は、レポートの提出を要件として教養検査を免除

します。
２ 社会人特別選考受検者で資格（技能）証明書及び実務経験に係る職歴証明書
等により受検資格の確認を受けた者は「専門検査（Ⅰ）」を免除します。
３ 社会人特別選考（特別支援学校自立活動）受検者で上記２の確認を受けた者
は、「専門検査（Ⅰ）」のほか、「専門検査（Ⅱ）」を免除します。
４ 第２次検査に行う保健体育（中・高・特）の実技検査の武道において、北海
道を受検する場合は柔道と剣道のどちらかを選択、札幌市を受検する場合に
は、柔道のみとなります。
５ 上記のほか、次表の左欄の教科（科目）を受検する者で、それぞれ次表の右
欄に掲げるいずれかの資格等を有するものは、申請により専門検査（Ⅰ）（英
語の場合は、２次実技検査を含む。）の免除の措置を受けることができます。「７
出願の手続」�１「出願書類」欄参照のこと。）

・日商簿記検定１級（日本商工会議所主催）合格者又は
全経簿記検定上級（公益社団法人全国経理学校協会主
催）合格者
・税理士試験の財務諸表論又は簿記論の科目合格者
・公認会計士又は税理士の資格取得者
・情報処理技術者試験（独立行政法人情報処理推進機構
主催）基本情報技術者試験合格者（第２種情報処理技
術者試験合格者）又は同機構が認定するこの資格と同
等以上の資格取得者

高等学校及び特別
支援学校の商業

・情報処理技術者試験（独立行政法人情報処理推進機構
主催）基本情報技術者試験合格者（第２種情報処理技
術者試験合格者）又は同機構が認定するこの資格と同
等以上の資格取得者

高等学校及び特別
支援学校の工業

・実用英語技能検定（公益財団法人日本英語検定協会主
催）１級又は準１級の合格者
・国連英検（財団法人日本国際連合協会主催）特Ａ級又
はＡ級の合格者
・ＴＯＥＦＬ（国際教育交換協議会主催）ＰＢＴ５５０点
（ｉＢＴの場合は、７９点）以上取得者（平成２２年７月
２日以降に正規のＴＯＥＦＬを受検した者に限る。）
・ＴＯＥＩＣ（一般財団法人国際ビジネスコミュニケー
ション協会主催）７３０点以上取得者（平成２２年７月２
日以降に公開テスト（国外で受検した場合も同様とす
る。）を受検した者に限る。）

中学校、高等学校
及び特別支援学校
の英語

その他（検査の方法及び内容に係ること）
・スポーツ・芸術特別選考対象者及び社会人特別選考対象者（高校・英語）は、技能・実
技（資格）等の内容に密接に関連する実技検査を免除します。免除する実技検査は第２
次検査受検票でお知らせします。
・指定日に健康上の理由で実技検査を受検できない者は、受付に申し出てください。
特に、医師から実技検査を禁止されている者は、医師の診断書を受付に提出してくださ
い。
・第２次検査は、第１次検査に合格した者、スポーツ・芸術特別選考対象者及び第１次検
査免除者について実施します。

５ 検査期日及び日程
�１ 第１次検査 平成２４年７月１日（日）
ア 一般選考、障がい者特別選考

上記受検者のうち、区分が特別支援学
校教諭の受検者専門検査（Ⅱ）１４：２０～１５：００

一般選考及び障がい者特別選考の受検
者（スポーツ・芸術特別選考対象者並
びに第１次検査免除者を除く。）

専門検査（Ⅰ）１３：００～１４：００
休憩１１：３０～１２：５０
教養検査（一般・教職）１０：３０～１１：３０
検査上の注意・連絡１０：１０～１０：２０
受付（入室）９：４０～１０：００

イ 一般選考（地域枠）、一般選考（高等学校）の特例
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一般選考「地域枠」及び「高等学校特
例」受検者（第１次検査免除者を除
く。）専門検査（Ⅰ）１３：００～１４：００

検査上の注意・連絡１２：４０～１２：５０
受付（入室）１２：２０～１２：４０

ウ 社会人特別選考

社会人特別選考の受検者（第１次検査
免除者を除く。）

教養検査（一般・教職）１０：３０～１１：３０
検査上の注意・連絡１０：１０～１０：２０
受付（入室）９：４０～１０：００

�２ 第２次検査
ア 平成２４年８月３日（金）

受検者ごとに別に指定する日時面接検査・実技検査９：００～
イ 平成２４年８月４日（土）

受検者ごとに別に指定する日時面接検査・実技検査１３：００～

小学校及び特別支援学校（小学部）受
検者英語リスニング検査１２：１０～１２：２５

・第１次検査に合格した者及びスポー
ツ・芸術特別選考対象者及び第１次
検査免除者
・社会人特別選考受検者は「教科等指
導法検査」に代えて「論文検査」を
実施教科等指導法検査１０：５５～１１：５５

適性検査（Ⅱ）１０：０５～１０：３５
適性検査（Ⅰ）９：００～９：５０
検査上の注意・連絡８：４０～９：００
受付（入室）８：２０～８：４０

ウ 平成２４年８月５日（日）
受検者ごとに別に指定する日時面接検査・実技検査９：００～

・北海道を受検する場合、第２次検査の受検日は、連続する２日間（８月３日から４
日まで又は８月４日から５日まで）となります。なお、指定された日程の変更は認
めません。

６ 検査会場
�１ 第１次検査会場

北海道釧路工業高等学校

小学校、中学校、高等学校、特別支
援学校、養護教諭、栄養教諭、一般
選考（地域枠）受検者、一般選考（高
等学校）の特例受検者、社会人特別
選考受検者 北海道旭川南高等学校

旭川市緑が丘東３条３丁目１－１
（ＪＲ旭川駅６．４�）

旭 川

北海道岩見沢農業高等学校
岩見沢市並木町１－５

（ＪＲ岩見沢駅１．５�）
岩見沢

北海道函館中部高等学校
函館市時任町１１－３

（ＪＲ函館駅２．３�）
函 館

北海道札幌北高等学校
札幌市北区北２５条西１１丁目

（地下鉄南北線北２４条駅０．９�）

高等学校（音楽、保健体育、農業、
英語）、特別支援学校、養護教諭、
栄養教諭、一般選考（高等学校）の
特例受検者、障がい者特別選考受検
者、社会人特別選考受検者

札 幌
北海道札幌工業高等学校
札幌市北区北２０条西１３丁目

（ＪＲ札幌駅３．０�）

高等学校（国語、地理歴史、公民、
数学、商業、看護、水産）

北海道札幌琴似工業高等学校
札幌市西区発寒１３条１１丁目３－１

（ＪＲ発寒駅１．６�）

中学校（社会、保健体育、家庭）
高等学校（理科、家庭、工業）

北海道札幌平岸高等学校
札幌市豊平区平岸５条１８丁目

（地下鉄南北線澄川駅１．０�）

中学校（社会、保健体育、家庭を除
く。）

北海道札幌厚別高等学校
札幌市厚別区厚別町山本７５０－１５

（ＪＲ厚別駅１．７�）

小学校、一般選考（地域枠）受検者
検査会場及び住所受 検 区 分受検地

平成２４年５月１１日（金曜日） 北海道教育委員会公報

８

第６０７０号

：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海道教育委員会公報　２４年度／公報（２４年度）／２４年０５月／６０７０号（０５．１１）  2012.05.02 1



釧路市鶴ケ岱３丁目５－１
（ＪＲ釧路駅３．８�）

釧 路

（注） 第１次検査の志願の状況によっては、受検地及び検査会場を変更する場合があり
ますので、願書に受検地の第１希望地から第４希望地までを記入してください。第
２希望地等に変更した場合は、受検票でお知らせしますので注意してください。

�２ 第２次検査会場（予定）

北海道札幌平岸高等学校
札幌市豊平区平岸５条１８丁目

（地下鉄南北線澄川駅１．０�）

札幌市採用を希望する全受検者（スポーツ・
芸術特別選考対象者及び障がい者特別選考受
検者を含む。）

北海道岩見沢農業高等学校
岩見沢市並木町１－５

（ＪＲ岩見沢駅１．５�）

北海道採用を希望する中学校英語及び特別支
援学校（小学部・中学部・高等部・自立活
動）の受検者並びに養護教諭

北海道札幌北高等学校
札幌市北区北２５条西１１丁目

（地下鉄南北線北２４駅０．９�）

高等学校（国語、数学、商業を除く。）、栄養
教諭、北海道採用を希望する中学校保健体育
受検者及びスポーツ・芸術特別選考対象者並
びに障がい者特別選考受検者

北海道釧路湖陵高等学校
釧路市緑ヶ岡３丁目１－３１

（ＪＲ釧路駅４．０�）

北海道採用を希望する中学校（国語・保健体
育・英語を除く。）受検者

北海道旭川凌雲高等学校
旭川市永山町３丁目１０２

（ＪＲ南永山駅０．５�）

北海道採用を希望する小学校及び高等学校商
業受検者

北海道函館商業高等学校
函館市昭和１丁目１７－１

（ＪＲ五稜郭１．６�）

北海道採用を希望する小学校及び高等学校数
学受検者

北海道札幌月寒高等学校
札幌市豊平区月寒東１条３丁目１－１
（地下鉄東豊線月寒中央駅０．５�）

北海道採用を希望する小学校、中学校国語及
び高等学校国語受検者並びに一般選考（地域
枠）受検者

検査会場及び住所採用希望・受検区分

（注） １ 社会人特別選考受検者及び第１次検査免除者の第２次検査会場は、上記の採
用希望・受検区分による会場を予定しております。また、一般選考（高等学校）
の特例受検者は、受検区分「高等学校」の検査会場での受検となります。
２ 第２次検査会場は、第２次検査の受検者数により変更する場合もあります。
３ 第２次検査会場は、第２次検査受検票で検査会場を指定しますので、必ず送
付された受検票を確認し誤りのないようにしてください。

７ 出願の手続
�１ 出願書類

・レポートの課題、様式等を北海道教
育委員会のホームページからダウン
ロードしてレポートを作成の上、提レポート

一般選考（地域枠）
志願者

・記入の上、提出してください。
・社会人特別選考志願者は様式が異な
るため、「自己推薦書（社会人特別
選考志願者用）」を北海道教育委員
会のホームページからダウンロード
して記入の上、提出してください。

自己推薦書

志願者全員

・１次受検地、受検区分、受検教科（科
目）、氏名及び送付先住所を記入の
上、９０円切手を貼り提出してくださ
い。

結果通知用封筒

・「記入上の注意・記入例」を参考に
記入の上、提出してください。
・１次、２次用の受検票に１次受検
地、受検区分、受検教科（科目）、
氏名及び送付先住所を記入の上、５０
円切手を貼り提出してください。

・願書
・願書（電算入力用）

注意事項出願書類対象者
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・第１次専門検査（Ⅰ）（英語の場合
は、第２次検査実技検査を含む。）
の免除の措置を希望する者は、当該
実施団体の発行する資格証明書（開
封無効）又は資格を証明できる書類
の写し若しくは原本を提出してくだ
さい。
・なお、写しを提出した者は、第１次
検査時に当該資料の原本を持参し係
員の確認を受けてください。
※スポーツ・芸術特別選考志願者及び
１次検査免除者のうち第２次検査に
おける英語の実技検査の免除を希望
する者は、当該実施団体の発行する
資格証明書（開封無効）又は資格を
証明できる書類の原本を提出してく
ださい。

資格証明書又は資格
を証明できる書類の
写し若しくは原本

・中学校、高等学
校及び特別支援
学校の英語
・高等学校及び特
別支援学校の工
業
・高等学校及び特
別支援学校の商
業
それぞれの志願
者

上
記
以
外
の
添
付
書
類

・平成２４年度（２３年度実施）教員採用
候補者選考検査の結果通知書の写し
を添付してください。

前年度の教員採用候
補者選考検査結果通
知書の写し

第１次検査免除者

上
記
以
外
の
添
付
書
類

・出願時に①及び②を提出してくださ
い。
・出願時に①の書類の写しを提出した
場合は、第１次検査時に当該書類の
原本を持参し、係員の確認を受けて
ください。
・実務経験年数を確認するため、北海
道教育委員会のホームページから職
歴証明書の様式をダウンロードし、
証明を受けて提出してください。
・社会人、実務経験者、専門家として
の実務経験内容や期間及び免許取得
状況は願書裏面の「職歴欄」及び「自
己推薦書（社会人特別選考志願者
用）」に記入してください。

①証明機関の発行す
る資格（技能）証
明書（開封無効）
又は資格（技能）
を証明できる書類
の写し

②職歴証明書

社会人特別選考志
願者

・「自己推薦書」の『５クラブ活動～』
に顕著な技能・実績等の概要及び現
在の活動状況を記入の上、新聞記事
や表彰状等の証明になる資料の写し
を提出してください。
・当該選考の対象者として、第１次検
査を免除された者は、第２次検査時
に当該資料の原本を持参し、係員の
確認を受けてください。

新聞記事、表彰状等
の写し

スポーツ・芸術特
別選考志願者

・身体障害者手帳の写しを提出してく
ださい。

身体障害者手帳の写
し

障がい者特別選考
志願者

・正規教諭としての教職経験を確認す
るため北海道教育委員会のホーム
ページから職歴証明書の様式をダウ
ンロードし、証明を受けて出願時に
提出してください。

職歴証明書
一般選考（高校特
例）志願者

出してください。

�２ 出願書類の受付期間

「簡易書留」扱いとしてください。
平成２４年５月３１日（木）消印のも
のまで有効郵送する場合

９時から１７時まで（土曜日及び日
曜日除く。）

平成２４年５月２１日（月）から６月
１日（金）まで持参する場合

備 考受 付 期 間提出方法
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（注） １ 受付期間終了後に提出された出願書類や提出出願書類に不備があるものは受
け付けません。
また、受理した書類は返却しません。

２ 出願書類に虚偽の記載があった場合は、受検又は採用の対象から除かれるこ
とがあります。

�３ 出願書類の提出先
ア 一般選考の志願者（一般選考（高等学校）の特例の志願者を含む。）

書類は、第１次検査の第１希望の受検地に提出してください。

〒０８５―０８３５
釧路市浦見２丁目１―１
TEL ０１５４―４３―９２７３

北海道教育庁
釧路教育局

小学校、中学校、高
等学校、特別支援学
校、養護教諭、栄養
教諭

釧 路

〒０７９―８６１２
旭川市永山６条１９丁目
TEL ０１６６―４６―４９４５

北海道教育庁
上川教育局

旭 川

〒０６８―８５５０
岩見沢市８条西５丁目
TEL ０１２６―２０―０１３３

北海道教育庁
空知教育局

岩見沢

〒０４１―８５５７
函館市美原４丁目６―１６
TEL ０１３８―４７―９５８０

北海道教育庁
渡島教育局函 館

〒０６０―０００２
札幌市中央区北２条西２丁目ＳＴＶ
北２条ビル３階
TEL ０１１―２１１―３８５３

札幌市教育委
員会学校教育
部教職員課

中学校（社会、保健
体育、家庭を除く。）

札 幌

〒０６０―８５４９
札幌市中央区北３条西７丁目道庁別
館６階
TEL ０１１―２３１―４１１１ （内線３４―５２０）

北海道教育庁
石狩教育局小学校、養護教諭

〒０６０―８５４４
札幌市中央区北３条西７丁目道庁別
館７階
TEL ０１１―２３１―４１１１ （内線３５―２１８）

北海道教育庁
総務政策局
教職員課

中学校（社会、保健
体育、家庭）、高等
学校、特別支援学
校、栄養教諭

住 所 等願書提出先受 検 区 分

第１次
検査希
望受検
地

（注） 第１次検査希望受検地及び受検区分に応じて出願書類の提出先が異なるので注
意してください。

イ スポーツ・芸術特別選考の志願者及び第１次検査免除者
書類は、採用希望区分に応じて次の場所に提出してください。ただし、受検区分が
高等学校及び特別支援学校自立活動（肢体不自由）の場合は、北海道教育庁総務政策
局教職員課へ提出してください。

札幌市教育委員会学校教育部
教職員課
〒０６０―０００２
札幌市中央区北２条西２丁目
ＳＴＶ北２条ビル３階

採用希
望区分
が札幌
市の者

北海道教育庁総務政策局教職
員課
〒０６０―８５４４
札幌市中央区北３条西７丁目
道庁別館７階

採用希
望区分
が北海
道の者

（注） スポーツ・芸術特別選考の志願者は、スポーツ・芸術特別選考対象者とならな
い場合もありますので、一般選考を志願する場合と同様に、願書等の出願書類に
全てを記入してください。

ウ 一般選考（地域枠）、障がい者特別選考及び社会人特別選考の志願者
書類は、採用希望区分にかかわらず、次の場所に提出してください。

北海道教育庁総務政策局教職員課 〒０６０―８５４４ 札幌市中央区北３条西７丁目道庁
別館７階

�４ 受検票の交付等
第１次検査受検票は、平成２４年６月２５日（月）までに到着するよう交付します。同日
までに到着しない場合は、願書の提出先に問い合わせてください。
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なお、第１次検査受検票は次の通知を兼ねます。
ア 一般選考（地域枠）志願者については、教養検査免除の確認結果通知を兼ねます。
イ スポーツ・芸術特別選考志願者については、特別選考の書類選考結果通知を兼ねま
す。
ウ 第１次検査免除者については、当該免除の確認結果通知を兼ねます。
�５ その他
身体に障害がある方については、障がい者特別選考の志願者に限らず、点字や拡大文
字受検、手話によるコミュニケーションなど、障害に応じた配慮を行い、支障なく受検
できるよう努めております。
検査会場において配慮を必要とする方は、出願時に願書の「障がい者に係る配慮希望
事項」欄に記入するとともに、願書提出先に連絡してください。

８ 当日の携行品及び留意事項

新聞記事、表彰状等証明資料の原本スポーツ・芸術特別選考対象者

第
２
次
検
査

定規中学校技術
特別支援学校（中学部）技術

Ｂ～４Ｂの鉛筆数本中学校美術
特別支援学校（中学部・高等部）美術

運動着、運動靴、水泳着、水泳帽（運動
着の右胸部及び水泳着の右腰部に受検番
号を黒マジックで記入した縦１０㎝、横１５
㎝の白布を縫い付けること。）、健康保険
証、着衣をまとめるバッグ類（受検番号
及び氏名を明記すること。）

小学校
特別支援学校（小学部）
保健体育（中学校・高等学校・特別
支援学校（中学部・高等部））

演奏用の楽譜（バイエルピアノ教則本）小学校
特別支援学校（小学部）

第２次検査受検票、筆記用具（適性検査
及び教科等指導法検査用にＨＢの鉛筆と
プラスチック製消しゴムを含む。）、上履
き、靴袋、結果通知用封筒（必要事項を
記入し、９０円切手を貼ること。）

受検者全員

技能（資格）証明書の原本社会人特別選考の受検者

第
１
次
検
査

資格証明書の原本
専門検査（Ⅰ）の免除を希望する者
（出願時に資格証明書の写しを提出
した者）

電子式卓上計算機（電卓）（計算機能のみ
のものに限る。）又はそろばん
＊ポケットコンピュータ及び関数電卓は
不可

高等学校商業
特別支援学校（高等部）商業

電子式卓上計算機（電卓）（計算機能のみ
のものに限る。）
＊ポケットコンピュータ及び関数電卓は
不可

高等学校農業（作物・畜産・園芸・
食品製造）特別支援学校（高等部）
農業（作物・園芸）

第１次検査受検票、筆記用具（マークシー
ト用にＨＢの鉛筆とプラスチック製消し
ゴムを含む。）、三角定規、コンパス、上
履き、靴袋

受検者全員

持参するもの受検区分

（注） １ 検査会場の敷地内は、禁煙です。
２ ゴミは各自で持ち帰ってください。
３ 検査会場及びその周辺には、駐車場がありません。自家用車、バイク等は駐
車できませんので、公共交通機関（電車、バス等）を利用してください。
４ 携帯電話の検査時間中の使用を禁止します。
５ 不正が明らかになった場合は、その者の受検を中止します。

９ 選考結果の通知等
�１ 選考結果の通知
ア 第１次検査の結果は、平成２４年７月２７日（金）までに本人に通知します。
イ 第２次検査の結果は、平成２４年１０月２６日（金）までに採用候補者名簿に登録する者
としない者に区分して通知します。
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ウ 第１次検査の合格者及び採用候補者名簿に登録する者については、本人への結果通
知時に北海道教育委員会及び札幌市教育委員会のホームページに、受検区分、教科（科
目）ごとに受検番号を掲載します。
エ 第１次（筆記）検査に合格し、登録にならなかった者で、一定水準の成績を取得し
た場合には、平成２６年度（２５年度実施）の教員採用候補者選考検査で同一の受検区分、
受検教科・科目及び採用希望区分で受検する場合に限り、第１次検査を免除しますの
で、第２次検査の結果通知の際に併せてお知らせします。

�２ 選考結果の開示請求
ア 北海道
第１次検査で不合格となった者及び第２次検査で登録にならなかった者について
は、北海道個人情報保護条例第２７条の規定により、結果通知書を発送した日から１か
月間に限り、受検者本人が検査結果（第１次検査の結果については筆記検査の点数、
第２次検査の結果については総合ランク（３段階））を開示請求することができます。
開示請求の詳細については、検査時にお知らせします。

イ 札幌市
札幌市個人情報保護条例第２５条の規定により、第１次検査の筆記点数又は第２次検
査の総合ランク（３段階）及び各検査の評価について、第１次又は第２次検査日の翌
日から３０日間、開示請求することができます。ただし、開示の対象となるのは、第１
次検査で不合格となった者又は第２次検査で登録とならなかった者のみです。
開示請求の詳細については、検査時にお知らせします。

１０ 登録及び採用の方法
�１ 登録の方法
ア 登録は、願書の採用希望区分により、北海道と札幌市に区分して採用候補者名簿に
登録します。ただし、高等学校及び特別支援学校の自立活動については、北海道と札
幌市が共同で登録します。
また、高等学校の一部の教科（科目）及び特別支援学校の中学部、高等部について
の登録区分は、３の受検区分にかかわらず次のとおりとします。
なお、札幌市の特別支援学校の中学部、高等部については、「中・高等部」としま
す。

高 等 部

国語、地理歴史（地理・日本史・世界史）、公
民（倫理・政治経済）、数学、理科（物理・化
学・生物・地学）、音楽、美術、保健体育、家
庭、農業（作物・園芸）、工業（機械・電気（電
子を含む。）・建築）、商業、英語

高等部

特別支援
学校教諭

中 学 部
国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体
育、技術、家庭、英語

中学部

工 業工業（機械・電気（電子を含む。）・建築・土木）

高 等 学 校 教 諭
農 業農業（作物・畜産・園芸・食品製造）
理 科理科（物理・化学・生物・地学）

地理歴史公民
地理歴史（地理・日本史・世界史）、公民（倫
理・政治経済）

登録区分受検教科（科目）受検区分

イ 登録は、北海道（高等学校及び特別支援学校の自立活動を含む。）では「登録Ａ」、
「登録Ｂ」に分けて行いますが、札幌市ではその区分はありません。
�ア 「登録Ａ」は、平成２５年４月１日で採用を予定する者の登録です。
�イ 「登録Ｂ」は、平成２５年４月１日以降の採用を予定する者の登録です。
ウ 採用候補者名簿の有効期限は、原則として平成２６年３月３１日です。
なお、北海道内にある教職大学院へ進学する場合は、本人の申出により登録期間を
１年間延長することができます。

�２ 採用の方法
ア 採用は、北海道の場合、登録Ａに登録された者、登録Ｂに登録された者の順で行い
ます。
イ 学校種類ごとの採用数等に変動が生じたときは、所有免許状及び採用調整の有無に
より登録した学校種類以外の学校又は教科・科目に採用する場合があります。
ウ 採用に当たっては、健康判定審査において「適」の判定を受けることが必要です。
エ 社会人特別選考受検者は、登録後に教育職員検定に合格し、特別免許状の授与を受
けることが必要です。
オ 教員免許状所有者で、教員免許更新制の実施に伴う修了確認期限が平成２５年３月３１
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日とされている者は、確認期限までに免許状更新講習を受講・修了し、免許管理者に
対して申請を行い、修了確認を受けることが必要です。
カ 採用候補者名簿登載期間中に、次の事項に該当する場合は、名簿から削除します。
�ア 平成２５年３月３１日までに受検教科の免許状を取得できない場合及び卒業延期にな
った場合
�イ 正当な理由がなく勤務地を限定したり、採用調整を拒否した場合
�ウ 選考を受ける資格を欠いていることが明らかとなった場合
�エ 受検又は採用時の提出書類等に虚偽の記載があったり、教員としてふさわしくな
い事実があった場合

１１ お知らせ
�１ 今年度から２次検査の体育実技検査種目に武道が加えられます。

本年度実施する教員採用選考検査から、保健体育（中・高・特）に係る２次検査
の実技検査に新たに武道を加えて実施します。なお、検査種目については、北海道
を受検する場合には、柔道又は剣道を受検者が選択する形となり、札幌市を受検す
る場合には柔道のみとなります。

�２ 次年度実施する選考検査から英語の免除基準が引き上げられます。

TOEIC ７３０点以上TOEIC ８６０点以上

TOEFL PBT５５０点以上又は iBT７９点
以上

TOEFL PBT５８０点以上又は iBT９２点
以上

国連英検 特Ａ級、Ａ級国連英検 基準から除外

実用英語技能検定（英検）
１級、準１級実用英語技能検定（英検） １級のみ

旧基準（変更前の基準）新基準（変更後の基準）

次年度（平成２５年度）実施する教員採用選考検査から、英語（中・高・特）に係
る免除基準が次のとおり変更となります。
【変更内容】

１２ その他
�１ 出願後に改姓した場合又は連絡先等の記載事項に変更が生じた場合、速やかに連絡し
てください。
�２ 教員採用候補者選考検査に関する問合せ先は次のとおりです。

〒０６０―０００２ 札幌市中央区北２条西２
丁目
ＳＴＶ北２条ビル３階

札幌市教育委員会学校教育部教職員課
TEL ０１１―２１１―３８５３

〒０６０―８５４４ 札幌市中央区北３条西７
丁目
道庁別館７階

北海道教育庁総務政策局教職員課
TEL ０１１―２３１―４１１１内線３５―２１７、３５―２１８

問

合

せ

先

札幌市に採用を希望する者
北海道（札幌市を除く。）に採用を希
望する者

１３ 志願者数等について（参考）
平成２２～２４年度北海道・札幌市公立学校教員採用候補者選考検査の志願者数と登録者数
の状況

（特別選考対象者数を含む。）

中

学

校

５．６５２５２８５．２６２５３１５．８６２７３５技 術
１１．７３０１０７３５２１１．３３１１０８３５１１１．６３３１２４３８２保 健 体 育
２６．５４３２１０６２２．９７３２１６０１２．８８３８１０２美 術
１２．５１３５４１６３６．０１９７１１１４１１．５１６６１１８４音 楽
６．０５３１６９３１７６．２５４１３１３３９８．７４１１２６３５８英 語
３．９５６１５２２１６３．６６５１３７２３７４．２５５１３０２３３理 科
３．８５２１３９１９８４．０６３１４０２５２４．０５９１４０２３７数 学
１２．２２６８４３１７１３．４３０１０９４０２１１．８３５１１２４１４社 会
６．６３７９９２４６５．４４４１２０２３６６．１４２１１７２５７国 語

３．９
（２．７）

４５９
（１５）

１，０６５
（３０）

１，７７０
（３０）

４．８
（４．５）

５０４
（１５）

１，１０９
（５１）

２，０８０
（６７）

４．８４３１１，０７２２，０５６小 学 校

志願
倍率

登録
者

１次
合格
者

志願
者

志願
倍率

登録
者

１次
合格
者

志願
者

志願
倍率

登録
者

１次
合格
者

志願
者

区 分

平成２４年度平成２３年度平成２２年度
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５．３１，１３７３，０７６５，９９５６．１１，１１０２，８５６６，７７８６．３１，０９３３，０５５６，８７４合 計
９．３１５７３１４０１０．３１２３７１２４１２．３９２９１１１栄 養 教 諭
７．８３８１１２２９５１７．６１９５３３３４２５．９１４８０３６２養 護 教 諭
２．６１７１３８９４５２３．３１３３３１９４４４３．６１４０３６４５１０計

特
別
支
援
学
校 ００００００００００００
自 立 活 動
（視覚障害）

３．０１３３００２２２．５２５５
自 立 活 動
（肢体不自由）

２．６１７０３８６４４９３．３１３３３１７４４２３．７１３８３５９５０５小 計
３．１９０２３６２８２３．２８１１８６２６２３．９８５２１８３２９中・高等部
２．１８０１５０１６７３．５５２１３１１８０３．３５３１４１１７６小 学 部
７．７１７３５４３１，３３７１３．８１１６４２７１，６００７．９１９８６０４１，５５８小 計

高

等

学

校

５．０１５５２．０３５６２．０１１２水 産
１．５２３３１．０１１１１．０３３３看 護
４９．５２１４９９１２３．０１５１２３７１．５２１２１４３商 業
６．２１０３６６２１４．８５２８７４５．９１２４４７１工 業
７．７９３４６９１９．５４３４７８７．０１０３７７０農 業
５．８１１３２６４１１．１７２８７８８．３９３５７５家 庭
１９．２１０３６１９２３７．７７１９２６４１２．２１９６０２３１保 健 体 育
７．７７１５５４２３．０３１１６９７．３７２４５１音 楽
４．８３６８３１７１１８．５１２３１２２２５．５４２１０９２２９英 語
５．４３０９３１６１５．９２８８２１６６５．９２７７５１５９理 科
５．３２５８１１３２５．１２９９４１４８３．４４５１１０１５２数 学

６６．７３
１５１１４

７２．３３
１８１０１

７６．３３
１１１２５公 民

１９８６１９１１６１９１０４地 理 歴 史
４．６２７７７１２５１１．２１３４５１４６７．９１８６４１４３国 語
７．１２８１８９４２，００１６．７３２６９１１２，１９６７．６３０１９０６２，２７７小 計
１１．６５３３５８１０．６７３８７４１２．５６３１７５家 庭

※小学校の（ ）内は地域枠内数
１４ 給与について（参考 平成２４年４月１日現在）
�１ 初任給（給料十教職調整額十教員特別手当十給料の調整額）

１７６，４２２―１６９，３５１短大卒
２０４，６０２１９３，７５７１９３，７５７大学卒
２２７，２２５２１５，１８８２１５，１８８修 士

特別支援学校高等学校小・中学校区 分

※ 上記の初任給は、新規学卒者の場合であり、採用前の経歴等に応じて加算されること
があります。
�２ 各種手当
扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当等がそ
れぞれ支給条件に応じて支給されます。
なお、へき地学校等に勤務する者には、へき地手当（給料及び扶養手当の合計額の４％
～２５％）及びへき地手当に準ずる手当（給料及び扶養手当の合計額の４％以内）が支給
されます。

通知・通達・照会

教 高 第 １０２ 号
平成２４年５月１１日

各 教 育 局 長
各 道 立 学 校 長 様
各市町村教育委員会教育長

北海道教育委員会教育長

平成２５年３月新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日
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等並びに文書募集開始時期等について（通知）
このことについて、文部科学省初等中等教育局長及び厚生労働省職業安定局長から別記の
とおり通知がありました。
選考開始期日等及び文書募集開始時期等の遵守については、これまで関係機関の努力によ
り成果を上げているところですが、今年度につきましても、別記通知の趣旨に基づき、就職
希望者に対する適正な職業選択の指導と求人秩序の確立を図るようお願いします。

記
１ 留意事項
�１ 北海道における新規中学校卒業者（中等教育学校前期課程修了者及び特別支援学校中
学部卒業者を含む。）の推薦及び選考については、平成２４年１２月１日以降から行っても
差し支えないこと。
�２ 新規高等学校卒業者（新規中等教育学校卒業者及び特別支援学校高等部卒業者を含
む。以下同じ。）の推薦開始期日については、推薦文書の到達が平成２４年９月５日以降
となるようにすること。
�３ 新規高等学校卒業者の選考開始期日については、平成２４年９月１６日以降とすること。
�４ 職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第２７条又は第３３条の２の規定に基づいて、新規
高等学校卒業者に係る求人申込みを受理する高等学校（中等教育学校及び特別支援学校
高等部を含む。以下同じ。）においては、公共職業安定所の確認印がある求人票のみ受
理するものとし、確認印がない求人票を提出した事業所には生徒の推薦は行わないこ
と。
�５ 早期に選考を行おうとする事業所があった場合は、公共職業安定所及び教育局に報告
するとともに、事業所に対して選考開始期日の遵守について協力を求めること。
�６ 新規高等学校卒業者の文書募集の開始時期は卒業年の前年の７月１日以降とするこ
と。

２ 早期求人状況報告
高等学校に対し早期に選考を行おうとした事業所の有無を把握したいので、次により報
告願います。
�１ 道立学校及び市町村教育委員会にあっては、早期求人状況報告書（別記様式）を作成
の上、平成２４年１０月３日（水）までに、教育局に２部提出してください。
�２ 教育局にあっては、管内分を取りまとめの上、平成２４年１０月１１日（木）までに、学校
教育局高校教育課に１部提出してください。

（学校教育局高校教育課普通教育指導グループ）
（学校教育局高校教育課産業教育指導グループ）
（学校教育局義務教育課義務教育指導グループ）
（学校教育局特別支援教育課学校教育指導グループ）

別記様式
早 期 求 人 状 況 報 告 書

北海道 学校

道

内

の

事

業

所

指導後
の選考
月 日

関係機関及び学校の

指 導 状 況

最初に実施
しようとし
た選考月日

求
人
数

９月１５日以前に選考を開始
しようとした事業所名
及 び 所 在 地

道内外

の 別
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道

外

の

事

業

所

備考 これらの事実のない場合には、「事業所名及び所在地」の欄に「なし」と記入す
ること。

別記
２３文科初第１７３１号
職発０３２７第３号
平成２４年３月２７日

各都道府県教育委員会教育長 殿
各 都 道 府 県 知 事 殿

文部科学省初等中等教育局長
布 村 幸 彦

厚生労働省職業安定局長
森 山 寛

平成２５年３月新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日
等並びに文書募集開始時期等について（通知）

新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日等並びに文書募集開始時
期等の遵守については、学校教育の充実を図り、職業紹介を円滑に実施する観点から、これ
までも御尽力願ってきたところでありますが、平成２５年３月新規中学校・高等学校卒業者に
ついては、全国高等学校長協会、主要経済団体（社団法人日本経済団体連合会、日本商工会
議所、全国中小企業団体中央会）、文部科学省及び厚生労働省において検討を行った結果を
踏まえ、下記によることとしました。
ついては、就職希望者の適正な職業選択を確保するとともに、求人秩序の確立を図り、併
せて適正な推薦・選考が行われるよう、引き続き特段の御尽力をお願いします。
また、新規学校卒業者の採用に当たっては、本人の適性、能力等を中心としてこれを行い、

定時制課程及び通信制課程の卒業者と全日制課程の卒業者との間の差別的な取扱いや同和問
題に係る差別的取扱いが行われないよう、また、男女雇用機会均等法の趣旨に沿った採用活
動が行われるとともに、障害者に対しては格別の考慮がなされるよう御配慮願います。
さらに、採用内定取消しの防止等を図るため、平成２１年１月１９日に公布・施行された職業
安定法施行規則の一部を改正する省令（平成２１年厚生労働省令第４号）等に基づく事前通知
制度や企業名公表制度、「新規学校卒業者の採用に関する指針」の一層の周知、学校とハロー
ワークの十分な連携等による採用内定取消し事案の的確な把握について特段の御配慮をお願
いします。
なお、主要な関係機関に対しては、別添１、２及び３のとおり協力方依頼をしましたので
御了知願います。

記
第１ 新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日等
１ 推薦及び選考開始期日並びに採用内定
�１ 新規中学校卒業者（中等教育学校の前期課程修了者を含む。以下同じ。）の推薦及
び選考開始期日については、平成２５年１月１日以降とし、積雪地の関係からやむを得
ない事情があるときは、次の地域に限り、平成２４年１２月１日から行っても差し支えな
いこと。
北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県、富山県、石
川県、福井県、長野県（飯山公共職業安定所管内の地域に限る。）、島根県（松江公
共職業安定所隠岐の島出張所管内の地域に限る。）
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�２ 新規高等学校卒業者（新規中等教育学校卒業者を含む。以下同じ。）の推薦開始期
日については、推薦文書の到達が平成２４年９月５日（沖縄県については平成２４年８月
３０日）以降となるようにすること。
�３ 新規高等学校卒業者の選考開始期日については、平成２４年９月１６日以降とするこ
と。
�４ 採用内定の開始については、従前と同様、選考開始と同日以降に行うことができる
ものであること。

２ 求人申込みの手続等
�１ 職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第２７条又は第３３条の２の規定に基づいて、新
規高等学校卒業者に係る求人申込みを受理する高等学校（中等教育学校を含む。以下
同じ。）に求人申込みを行う場合においても、当面、適正な求人条件の確保、早期推
薦・選考の防止及び円滑な労働力需給調整の実施等の見地から、求人申込みを行おう
とする事業所は、当該事業所を管轄する公共職業安定所（以下「安定所」という。）
に求人申込書を提出して、選考期日、求人内容等について適正であることの安定所の
確認（求人票への確認印の押印）を受けた後、当該求人票により高等学校に求人申込
みを行わなければならないこととすること。
したがって、この手続によらない求人申込みのあった場合には、高等学校は、生徒
の推薦を行わず、確認印の押印のある求人票の提出を求め、その提出後、推薦を行う
ものとすること。
�２ 求人申込みの受理の期日等については、安定所の確認事務の的確な実施等適正な求
人の確保を図るため、次のとおりとすること。
ア 新規中学校卒業者に係る求人申込みの受理の期日等
�ア 安定所における求人申込みの受理は、平成２４年６月２０日から開始するものとす
ること。
�イ 安定所の他安定所への求人連絡は、平成２４年７月１日以降開始するものとする
こと。

イ 新規高等学校卒業者に係る求人申込みの受理の期日等
�ア 安定所における求人申込みの受理及び確認のための求人票の受付は、平成２４年
６月２０日から開始するものとすること。
�イ 安定所が確認した求人票の求人者に対する返戻は、平成２４年７月１日から開始
するものとすること。
�ウ 学校における求人申込みの受理は、平成２４年７月１日以降開始するものとする
こと。
また、安定所で受理した求人の学校への提示についても、平成２４年７月１日以
降に行うものとすること。

�３ 求人活動のための学校訪問については、原則として安定所において確認を受けた求
人票により学校に求人申込みを行った日以降に行うこととするが、学校の事前の了解
の下に、安定所に求人申込みを行った日以降についても行うことができるものとする
こと。

３ 就業開始期日
�１ 新規中学校卒業者の就業開始（実習、研修等を含む。）時期は、労働基準法（昭和
２２年法律第４９号）第５６条の規定により平成２５年４月１日以降とすること。
�２ 新規高等学校卒業者の就業開始時期については、卒業後とするよう事業所を指導す
ること。

４ 選考の通知
未内定者に対する職業指導を早期に実施するため、事業所に対し、選考後は、採用内
定取消しが生じないよう十分配慮しつつ、できる限り速やかに採否を決定し、選考を受
けた生徒にその旨を通知するよう協力を求めること。
５ 都道府県高等学校就職問題検討会議の開催
平成１４年度から設置している都道府県高等学校就職問題検討会議（以下「検討会議」
という。）については、本年度においても、都道府県教育委員会と都道府県労働局が共
同で、次により開催、運営すること。
�１ 検討会議は、安定所、都道府県私立学校主管部局・雇用対策主管部局、学校側代表
及び産業界側代表等の参加を求め、次の事項について連絡又は検討、協議等を行うこ
と。
ア 求人受理開始日、紹介開始期日、選考開始期日等全国統一して実施すべき事項に
ついての説明又は確認
イ 各都道府県の状況等を踏まえた新規高等学校卒業者の応募・推薦方法のあり方に
ついての関係者の申し合わせ又は確認事項等の協議
ウ 均等な応募・選考の機会の確保のための関係者の申合せ又は確認事項等の協議
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エ 生徒に対する効果的な職業指導等を行うための検討
オ 関係業務の効果的な実施等新規高等学校卒業者に係る円滑な労働力の需給調整を
図るための方策及び当該方策を実施するに当たっての関係者の連携協力事項の検
討、協議
カ その他必要な情報の提供、地域の実情に応じた連絡、検討、協議等
�２ 検討会議で協議された申し合わせ、確認事項等は、報道機関に発表する等適切な方
法で幅広く速やかに公表するものとすること。
また、検討会議の議事については、原則として公開するものとし、都道府県教育委
員会は当該議事録の作成・保管等を行い、事務所内に備え付ける等閲覧希望者が閲覧
できるよう必要な措置を講ずるものとすること。

６ 関係部局間の連携及び関係部局による是正指導の強化
�１ 都道府県教育委員会、私立学校主管部局は、雇用対策主管部局、学校、都道府県労
働局、安定所との連携を密にし、上記５により確認又は申し合わせた内容の完全実施
等職業紹介の適正な実施に努めること。
また、求人者に対しては、高等学校教育の正常化及び生徒の適正な職業選択の確保
のため、選考開始期日を厳守し、求人秩序の確立及び生徒の応募機会の確保を図るこ
とについて協力を求めること。
�２ 申し合わせた期日より早期に選考又は推薦を行おうとするなど、秩序を乱すと認め
られる事業所又は学校に対しては、厳に自粛を促すこと。

第２ 新規中学校・高等学校卒業者の文書募集の取扱い
１ 新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の開始時期は卒業年の前年の７月１日以降
とすること。
なお、文書募集を行う場合は次の条件によることとすること。
�１ 安定所において確認を受けた求人であって、当該求人の求人票記載内容と異なるも
のでないこと。
�２ 広告等掲載に当たっては、事業所を管轄する安定所名及び求人の求人番号を掲載す
ること。
�３ 応募の受付は学校又は安定所を通じて行うこと。
また、求人者が文書募集による応募者を受け付ける場合であっても、推薦開始期日、
採用選考期日については、上記第１の１�２から�４の取扱いと同様であること。

２ 新規中学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
新規中学校卒業者を対象とする文書募集は行わないこと。

第３ 報告
各都道府県における早期に選考及び推薦等を行った事業所及び学校の名称並びにこれ
らに対して指導した内容について、平成２４年１０月３１日までに、文部科学省初等中等教育
局児童生徒課長又は厚生労働省職業安定局若年者雇用対策室長あて報告すること。

（別添１から別添３まで省略）

正 誤

平成２４年３月３０日付け第６０６７号に掲載の「北海道教育庁組織規則の一部を改正する教育委
員会規則」（北海道教育委員会規則第４号）に次の誤りがあったので、訂正します。
附則第６項北海道教育委員会公印規則（昭和６１年北海道教育委員会規則第２６号）の改正規
定中（１９・２０ページ）
（誤）

２５ミリメートル
平方

北海道教育委
員会教育長職
務代理者の印

北 海 道
教育委員会
教 育 長
職務代理者

（正）

北 海 道
教育委員会

２５ミリメートル
平方

北海道教育委
員会教育長職
務代行者の印
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教 育 長
職務代行者
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